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 貸借対照表   

 (平成21年3月31日) 単位： 円  

資産の部   
I  流動資産   

現金及び預金              
未収入金                  
前払金    
立替金 
仮払金 

350,960,145
7,757,046

  414,103
        20,273  
     7,170

  

     流動資産合計  359,158,737  
II  固定資産     
1.  有形固定資産     

  建 物 
    減価償却累計額 
  工具器具備品 
    減価償却累計額 
  有形固定資産合計 

16,693,328
5,353,536

19,226,803
16,544,523

11,339,792

2,682,280
14,022,072

  

2.  無形固定資産     
  ソフトウェア 
  無形固定資産合計   

3,257,589
 3,257,589

  

   固定資産合計      17,279,661
   資産合計     376,438,398

     
負債の部     

I  流動負債     
運営費交付金債務 
預り金 
預り科研費補助金 
未払金  
未払費用 

 210,732,430
4,337,414

4,284
99,345,938

  7,539,568

  

   流動負債合計   321,959,634  
II  固定負債     

資産見返負債 
 資産見返運営費交付金 
 資産見返寄付金 
 資産見返物品受贈額 

16,014,267
886,521

 378,873

 
 

  17,279,661

  

     固定負債合計      17,279,661  
     負債合計   339,239,295 

     
純資産の部     

I  利益剰余金     

積立金 
当期未処分利益      

 27,104,509
   10,094,594

 

（うち当期総利益 10,094,594）    
利益剰余金合計     37,199,103  
     純資産合計      37,199,103 
     負債純資産合計      376,438,398
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 損益計算書   
                                （平成20年4月1日～平成21年3月31日）  
   単位： 円  
     

I  経常費用     
1.  研究業務費     
（1）業務委託費    299,652,025      
（2）人件費          391,879,655    
（3）減価償却費 724,044    
（4）その他            430,202,252 1,122,457,976   

2.  一般管理費     
（1）人件費          139,701,592    
（2）減価償却費 4,182,426    
（3）その他            238,773,154   382,657,172   

   3. 雑損      85,886   
経常費用合計                             1,505,201,034 

     
II  経常収益     

1.   運営費交付金収益        1,497,526,486   
2.   普及業務収入     

        (1)監修料収入         827,212   
        (2)書籍販売収入           36,000 863,212   

3.   受託収入  6,667,213   
4.   シンポジウム収入  2,329,500   
5.   資産見返運営費交付金戻入          4,721,240   
6.   資産見返寄付金戻入 18,862   
7.   資産見返物品受贈額戻入   166,368           
8.   財務収益                  

        受取利息          17,746 17,746    
9.   科学研究費間接費収入     2,385,000   
10.  雑益              600,001    

経常収益合計                         1,515,295,628 
     

III  経常利益               10,094,594 
     

IV  当期純利益                          10,094,594 
     

V  当期総利益                            10,094,594 
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キャッシュフロー計算書 

（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
 単位： 円  
  
   

I  業務活動によるキャッシュフロー   
 商品又はサービスの購入による支出 －340,805,582  
 人件費支出 －531,458,726  
 科学研究費補助金預り金支出 －4,502,364  
 その他の業務支出 －626,909,671  
 運営費交付金収入 1,599,398,000  
 普及業務収入 863,212  
 受託収入 2,389,060  
 シンポジウム収入 3,139,144  
 科学研究費補助金預り金収入 9,050,000  
 その他の収入         600,001  
   小計 111,763,074  
 利息の受取額           20,198  
業務活動によるキャッシュフロー 111,783,272  

   
II  投資活動によるキャッシュフロー 0  

    
III  財務活動によるキャッシュフロー 0  

                  
IV  資金増加額 111,783,272  

   
V  資金期首残高   239,176,873  

   
VI  資金期末残高    350,960,145  
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利益の処分に関する書類 

（平成21年7月30日） 
単位：  円  

    
I  当期未処分利益 10,094,594  

 当期総利益 10,094,594   
    

II  利益処分額    
 積立金 10,094,594  

   
 
 
 
 
 
 

 

行政サービス実施コスト計算書 
（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

単位： 円 

      
I  業務費用  1,492,338,362  

(1)損益計算書上の費用     
   研究業務費 1,122,457,976    
   一般管理費  382,657,172  
  雑損    85,886  1,505,201,034  

(2)(控除)自己収入等     
   普及業務収入 －863,212    
   受託収入 －6,667,213    
  シンポジウム収入 －2,329,500    
   財務収益 －17,746    
   科学研究費間接費収入 －2,385,000    
   雑益   －600,001  －12,862,672  

     
II  引当外賞与見積額  －1,935,740  

    
III  引当外退職手当増加見積額  －69,672,338  

     
IV  機会費用     

  国有財産無償使用の機会費用   126,337,400  
     

V  行政サービス実施コスト  1,547,067,684  
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注 記 

重要な会計方針 

１． 運営費交付金収益の計上基準 
業務達成基準を採用しております。ただし、人件費及び一般管理費については期間進行基準

を採用しております。 
２．減価償却費の会計処理方法 

有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物 15年  工具器具備品 4年～8年  ソフトウェア 5年 
 なお、有形固定資産の残存価額については、従来の「取得価額の１割」という考え方から次

の方法に変更しております。 
 （１）平成１９年４月以降取得した有形固定資産については、残存価額を廃止し、耐用年数

経過時に備忘価額１円まで償却する。 
 （２）平成１９年３月以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額（取得価額

の９５％）まで償却した上で、その年度の翌年度以降５年間で備忘価額１円まで均等

償却する。  
３．賞与支給に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の賞与については財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上しておりませ

ん。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準

第87第2項に基づき賞与支給に係る当期増加額を計上しております。 
４．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の退職手当については財源措置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上して 

おりません。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職 
金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   貯蔵品は、最終仕入原価法を採用しております。 
６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。 
７．消費税等の会計処理 

税込方式を採用しております。 
 

貸借対照表注記 

１．期末における賞与見積額は、30,768,781円であります。 
２．期末における退職手当の要支給総額の見込額は、387,211,142円であります。 

キャッシュフロー計算書注記 

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
現金及び預金   350,960,145円 
資金期末残高   350,960,145円 

２． 人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。 

行政サービス実施コスト計算書注記 

１．国有財産無償使用の機会費用 
国有財産の無償使用面積は、1,578.50㎡であります。 

    1,578.5㎡÷3.3㎡×22,010円×12ヶ月＝ 126,337,400円 
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附属明細書 
 

固定資産の取得、処分及び減価償却費の明細 
単位：円 

  
資産の種類 

 
期首 
残高 

 
当期 
増加額 

 
当期 
減少額 

 
期末 
残高 

減価償却

累計額 当期償却額 

 

差引当期末

残高 

 
摘要 

建 物 16,693,328 0 0 16,693,328 5,353,536 1,001,599 11,339,792  
工具器具備品 18,321,420 905,383 0 19,226,803 16,544,523 1,350,395 2,682,280  
    

有形固定資産 
（償却費損益内） 

計 35,014,748 905,383 0 35,920,131 21,898,059 2,351,994 14,022,072  
建 物 16,693,328 0 0 16,693,328 5,353,536 1,001,599 11,339,792  
工具器具備品 18,321,420 905,383 0 19,226,803 16,544,523 1,350,395 2,682,280  
    

有形固定資産 
合計 
 

計 35,014,748 905,383 0 35,920,131 21,898,059 2,351,994 14,022,072  
ソフトウェア 13,498,141 0 13,498,141 10,240,552 2,554,476 3,257,589

   

無形固定資産 

計 13,498,141 0 13,498,141 10,240,552 2,554,476 3,257,589

 
 

たな卸資産の明細 
単位：円 

当期増加額 当期減少額  
種 類 

 
期首残高 当期購入 払出 

 
期末残高 

 
摘 要 

貯蔵品：書籍 383,570 40,736 424,306 0  
合 計 383,570 40,736 424,306 0  

 
（注）当期減少額には、当期売却等による減少分41,744円と期末に成果普及費に振り替えた 

382,562円を含みます。 
 

有価証券の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期貸付金の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期借入金の明細 

該当事項ありません。 
 

債券の明細 

該当事項ありません。 
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引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

退職給付引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

法令に基づく引当金等の明細 

該当事項ありません。 
 

保証債務の明細 

該当事項ありません。 
 

資本金及び資本剰余金の明細 
該当事項ありません。 

 
 

積立金の明細 
単位：円 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 
 

通則法44条1項 
積立金 

12,048,059 15,056,450 ― 27,104,509  

 
 

目的積立金の取崩しの明細  
該当事項ありません。 
 

運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 

（１）運営費交付金債務の増減の明細                                           単位：円 
当期振替額 交付年度 期首残高 交付金当 

期交付額 運営費交付金

収益 
資産見返運

営費交付金

資本 

剰余金

小 計 
期末残高

18年度 33,838,511 － 9,023,739 0 0 9,023,739 24,814,772

19年度 75,022,405 － 46,618,910 0 0 46,618,910 28,403,495

20年度 － 1,599,398,000 1,441,883,837 0 0 1,441,883,837 157,514,163

合 計 108,860,916 1,599,398,000 1,497,526,486 0 0 1,497,526,486 210,732,430
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 
   
平成１８年度交付分                単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 9,023,739

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 
 

 
計 9,023,739

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 
ｱ)損益計算書に計上した費用の額：9,023,739円 
 研究業務費 9,023,739円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：該当なし 
ｳ)固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金の未執行（非収益化）額発生理由 

 通商産業政策史編纂業務は、平成18年度より平成22年度までの長期ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄであり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの後半に多額の支出が見込まれるため、中期目

標期間中の予算額は毎年同額を設定することとし、18年度から繰り越さ

れた運営費交付金債務のうち、予算額と執行額との差額24,814,772円を

翌年度以降に繰り越している。 

 ④運営費交付金収益化額の積算根拠 

上記③以外の研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは年度計画の予定どおりに研究活動が進行

したので、当該業務に充てられる運営費交付金の計画額の全額を収益化

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 
計 0

 
費用進行基準を採用した業務はない。 

運営費交付金収益  0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
期間進行

基準によ

る振替額  
計 0

 
期間進行基準を採用した業務はない。 

会計基準第80条第3項による振替額 0 － 
       合計 9,023,739  
 
 
  平成１９年度交付分          単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 46,618,910

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 
 

 
計 46,618,910

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 
②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：46,618,910円 
 研究業務費 46,618,910円 
ｲ)自己収入に係る収益計上額：該当なし 

ｳ)固定資産の取得額：該当なし 
③運営費交付金の未執行（非収益化）額発生理由 

 通商産業政策史編纂業務は、平成18年度より平成22年度までの長期ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄであり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの後半に多額の支出が見込まれるため、中期目

標期間中の予算額は毎年同額を設定することとし、19年度から繰り越さ

れた運営費交付金債務のうち、予算額と執行額との差額28,403,495円を

翌年度以降に繰り越している。 

④運営費交付金収益化額の積算根拠 
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上記③以外の研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは年度計画の予定どおりに研究活動が進行

したので、当該業務に充てられる運営費交付金の計画額の全額を収益化

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 
計 0

 
費用進行基準を採用した業務はない。 

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

期間進行

基準によ

る振替額  
計 0

 
期間進行基準を採用した業務はない。 

会計基準第80条第3項による振替額 0 － 
       合計 46,618,910  
 
 
  平成２０年度交付分          単位：円 

区分 金額            内 訳 
運営費交付金収益 670,885,103

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 
 

 
計 670,885,103

①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 
ｱ)損益計算書に計上した費用の額：674,211,628円 
 研究業務費 674,211,628円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：3,792,712円 
 普及業務収入863,212円、シンポジウム収入2,329,500円、助成金 
 600,000円 

ｳ)固定資産の取得額：該当なし 
③運営費交付金の未執行（非収益化）額発生理由 

ｱ)通商産業政策史編纂業務は、平成18年度より平成22年度までの長期

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの後半に多額の支出が見込まれるため、中期

目標期間中の予算額は毎年同額を設定することとし、当年度から繰り越

された運営費交付金債務のうち、予算額と執行額との差額 23,492,188

円を翌年度以降に繰り越している。 

  ｲ）その他の研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ及び業務については、一部研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに、そ

の開始時点から完了予定を翌年度以降としているものがあり、また一部

の研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ及び業務に、進捗の遅れにより翌年度に延期されたもの

があり、合計で134,021,975円を翌年度に繰り越し、翌年度以降収益化

する見込みである。 

④運営費交付金収益化額の積算根拠 

上記③以外の研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄは年度計画の予定どおりに研究活動が進行

したので、当該業務に充てられる運営費交付金の計画額の全額を収益化

運営費交付金収益      0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

費用進行

基準によ

る振替額 
計 0

 
費用進行基準を採用した業務はない。 

 
 

運営費交付金収益  770,998,734

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 
期間進行

基準によ

る振替額  
計 770,998,734

①期間進行基準を採用した業務：上記業務達成基準を採用した業務以外の

全ての業務 

②当該業務に関する損益等 
ｱ)損益計算書に計上した費用の額：770,440,287円 
 人件費 531,581,247円、その他 238,859,040円 
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ｲ）自己収入に係る収益計上額 9,069,960円 
 受託収入6,667,213円、財務収益 17,746円、雑益1円, 

  科学研究費間接費収入 2,385,000円 
ｳ)固定資産の取得額：該当なし 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化 

会計基準第80条第3項による振替額 0 － 
       合計 1,441,883,837  
 
 
（３）運営費交付金債務残高の明細 
                  単位：円 

運営費交付金債務残高      残高の発生理由及び収益化等の計画 
業務達成基準を採用し

た業務に係わる分 
24,814,772

費用進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

期間進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

(交付年度) 

 
平成 

１８年度 

計 24,814,772

運営費交付金債務残高発生理由 

通商産業政策史編纂業務は、平成18年度より平成22年度までの長期ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄであり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの後半に多額の支出が見込まれるため、中期目

標期間中の予算額は毎年同額を設定することとし、前年度から繰り越さ

れた運営費交付金債務のうち、予算額と執行額との差額を翌年度以降に

繰り越し、収益化する予定である。 

 
運営費交付金債務残高      残高の発生理由及び収益化等の計画     

業務達成基準を採用し

た業務に係わる分 
28,403,495

費用進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

期間進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

(交付年度) 

 
平成 

１９年度 

計 28,403,495

運営費交付金債務残高発生理由 

通商産業政策史編纂業務は、平成18年度より平成22年度までの長期ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄであり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの後半に多額の支出が見込まれるため、中期目

標期間中の予算額は毎年同額を設定することとし、前年度から繰り越さ

れた運営費交付金債務のうち、予算額と執行額との差額を翌年度以降に

繰り越し、収益化する予定である。  

 
運営費交付金債務残高      残高の発生理由及び収益化等の計画     

業務達成基準を採用し

た業務に係わる分 
157,514,163

費用進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

期間進行基準を採用し

た業務に係わる分 
－ 

(交付年度) 

 
平成 

２０年度 

計 157,514,163

運営費交付金債務残高発生理由 

ｱ) 通商産業政策史編纂業務は、平成 18 年度より平成 22 年度までの長

期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄであり、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの後半に多額の支出が見込まれるため、当

年度の予算額のうち23,492,188円を翌年度以降に繰り越し、収益化する

予定である。 
ｲ）その他の研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ及び業務については、一部研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに、そ

の開始時点から完了予定を翌年度以降としているものがあり、また一部

の研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ及び業務に、進捗の遅れにより翌年度に延期されたもの

があり、合計で134,021,975円を翌年度に繰り越し、翌年度以降収益化

する見込みである。内訳は、調査及び研究業務82,910,278円、政策提言・

普及業務7,811,697円、資料収集管理業務43,300,000円である。 

 

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

該当事項ありません。 
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役員及び職員の給与の明細 
単位：千円・人 

     報酬又は給与       退職手当 区 分 
支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 
 

(9,778)
21,387

(3.0)
1.0

(0) 
0 

(0)
0

職 員 
 

(70,606)
383,948

(24.9)
45.6

(56) 
898 

(1)
2

合 計 
 

(80,385)
405,335

(27.9)
46.6

(56) 
898 

(1)
2

 
（注）役員に対する報酬及び退職手当は、その役員の業績と、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬及び経済産 

業研究所の実績その他の事情を考慮して決定しております。 
職員に対する給与及び退職手当は、その職員の勤務成績と研究所の実績を考慮し、社会の一般情勢に適合した 
ものとしております。 

（注）支給額は千円単位で、切り捨て表示としております。 
（注）報酬又は給与の支給人員数は、年間平均人員数によっております。 
（注）役員及び職員には出向を含んでおり、上段の（  ）は非常勤を、下段は常勤を表示しております。 
（注）報酬又は給与には、法定福利費は含めておりません。 
 
 

セグメント情報 
当法人は、内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究、その成果の活 
用による政策提言・普及活動、及びそれらを支援するための資料収集管理を一体的な業務として運営しているの 
で、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

 

 


